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■ 大学発ベンチャーの創業件数の増加

 機能強化を推進する取組み

■ �ARC（研究活動高度化チーム）による国際共同研究推進と研究キャリア強化

　東京農工大学グローバルイノベーション研究院（以下、�
「GIR」）では、2024年度にARC（Advanced Research 
Careers）チーム制度を創設し、2025年度から活動をス
タートします。GIRではこれまでに、海外から本学への研
究者招聘により共同研究推進と論文共著を推し進めていま
したが、本制度は、これにチーム制によるサバティカルを
加え、若手教員の研究キャリア形成支援を並行して実施し
ます。ARCチームでは各年度に1名の教員を3カ月～ 1年
間海外派遣し、著名な外国人研究者との双方向交流を通じ
て、研究活動の高度化を図ります。教育・業務はチーム内
で分担し、特任助教を配置することで学内業務の継続性を
確保する体制を整えております。制度の導入により、教員
が中長期的な視点で研究に専念できる環境を整備するとと
もに、国際的にインパクトのある研究成果の創出や将来的
な研究拠点形成の促進を図っています。制度創設初年度で
ある2024年度は学内公募により3チームを採択しており、
制度の効果的な運用を通じて、大学全体の研究力強化と国
際的プレゼンスの向上を目指してまいります。

　本学ではこれまで、「アントレプレナーシップ教育」を通
じた研究者の意識醸成と研究者自らが起業提案するボトム
アップテーマ（シーズプッシュ）を「先端産学連携研究推進
センター（URAC）」が中心で支援を行う二輪駆動型でのベ
ンチャー創出に取組んできました。
　第4期中期目標・中期計画では、これらに加え「ディープ
テック産業開発機構」を新設し、長期視点での社会課題解
決を目指す全学大型研究テーマからのスピンアウトシーズ
（ニーズプル）の活用を新たに加え、シーズプッシュとニー
ズプルの両面からのシーズプロセスを構築してきました。
　また、「認定TUATファンド」を創設し創業資金の提供
やその成長支援を強化してきました。更に、首都圏大学ス
タートアップエコシステム（Greater Tokyo Innovation 
Ecosystem：GTIE）をはじめ様々な「学外機関とのエコシ
ステム」を強化することで、教育、研究シーズ、資金、エ

コシステムの4つの軸による四輪駆動の支援体制へと発展
させ、ベンチャー創出の加速を図っています。

若手教員キャリア支援

大学発ベンチャー創出・育成支援

中期計画（１）

中期計画（４）

若手教員が海外の研究者と交流しながら研究に専念できる「ARCチーム制度」を新設しました。教育や業務はチームで
分担し、特任助教を配置することで学内業務も継続。国際的な成果や研究拠点づくりを目指します。

PointPoint

研究者が自ら起業する仕組みと、多分野融合の大型研究からの技術活用を組み合わせ、ベンチャー創出を進めています。
資金支援や外部連携も強化し、教育・研究・資金・ネットワークの4つの柱で支援体制を整えています。

PointPoint
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■ �卓越大学院(「超スマート社会」を新産業創出とダイバーシティにより
牽引する卓越リーダーの養成)

■ 先進学際科学府（修士課程）の設置（実践的な能力を備えた人材の養成）

　卓越大学院プログラムは、農学と工学を基盤とし「新
産業創出＝先端研究力による新分野創生」と定義づけ、
「未来に対する大胆な構想力と段階を踏んだ着実な実行
力」を持つ卓越した博士人材を育成するプログラムであ
り、工学系、農学系の多岐にわたる領域を相互に理解し、
知見や技術を交流させ、“農工協創”によるイノベーショ
ン創出に繋げることを目指している。
　カリキュラムの第1段階では研究構想力の向上、性別・
国籍・専門分野などを超えたチーム形成やリーダーシップ
獲得のためのダイバーシティ理解、国際性の理解や英語
ディベート能力の向上、第2段階では「農工協創プロジェ
クト」支援経費等により、プロジェクトの立ち上げ、共同
研究体制の構築、第3段階では、自らの研究の独自性を社
会で発揮するための行動計画を立てることを目指している。
　また、国内外の連携機関と協力して、俯瞰力及び独創
力並びに高度な専門性を備え、新発想や新展開をもたら
す高度な「知のプロフェッショナル」を学術界、産業界、
国際機関等へ輩出する。

　全学的な取組として、現代的な新しい社会課題に対し
て、計測科学、計算科学、データ科学を三位一体として
連携・融合し、AI・数理・データサイエンス手法を活用
し解決し、新しい知の創造へと導くことのできるグロー
バル高度職業人材を育てていくため、先進的な学際教
育・研究を柱の一つとした大学院教育組織として、2025
年4月に先進学際科学府先進学際科学専攻（修士課程）を
設置しました。先進学際科学府では東京農工大学の強み
である「食料・環境、資源・エネルギー、ライフサイエ
ンス（健康・福祉）分野の教育研究力」に「情報・デジタ
ル及びAI・数理・データサイエンスに関する教育研究力」
を結集させたことで、農学・工学間の協働の視点を持ち、
社会課題を解決するために分野横断的な新分野を開拓す
ることで次世代の情報・デジタル未来社会の創生に取り
組めるグローバル高度職業人材を養成を目指しています。

卓越した博士人材の育成

グローバル高度職業人材養成 中期計画（８）

中期計画（６）

2025年4月に設置された先進学際科学府では、農学・工学とAI・データサイエンスを融合し、分野を超えた学びを通
じて社会課題に取り組み、次世代の情報・デジタル社会を創る人材を育てます。

PointPoint

卓越大学院プログラムは、「未来に対する構想力と実行力」を持つ卓越した博士人材を育成するプログラムです。段階
的にカリキュラムを実施し、俯瞰力、独創力、高度な専門性を備えた「知のプロフェッショナル」を輩出いたします。

PointPoint
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■ 大学基金を活用した海外研究留学プログラム

■ TAMAGOによる農工融合研究の支援

　本学は、東京農工大学基金の支援を受け、グローバル
人材の育成に向けて、大学院進学前または大学院の早期
段階において海外機関での研究活動にチャレンジする学
生に渡航費・奨学金を助成する「海外研究留学プログラ
ム」を2023年度から実施しています。
　派遣学生には、国際的な人脈形成の芽、共同研究の
芽、グローバルな視点で自身のキャリア形成を模索する
芽、国際社会における自身の研究の価値・可能性を見つ
めなおし、新たな価値の創造を模索する芽を育てること
が望まれます。
　学生自身が研究テーマに合わせて派遣先を決めるた
め、渡航先国は多岐にわたります。
　2024年度は12名の学生を派遣し、若手研究人材と
して海外機関での研究活動を行う経験を通じて、グロー
バル社会で活躍できる自身の新たな未来価値を涵養しま
した。
　帰国後も、派遣学生は留学経験者として他の学生への
波及活動に努めており、全学的に海外渡航を促す波及効
果が期待されます。

　東京農工大学融合研究支援制度（TAMAGO）は、産官�
学によるオープンサイエンスを推進し、先駆的なフロン�
ティア研究チーム「TAMAGO（Technologically Advanced 
research through Marriage of Agriculture and engineering 
as Groundbreaking Organization）」を発掘・育成すること
を目的に、2018年度に創設されました。本制度では、①食
料、②エネルギー、③ライフサイエンス、④データサイエン
スの4つの研究テーマについて、農学と工学の研究要素を
融合し新たな研究分野を開拓する研究チームを公募により
選出し、年間400万円を上限として研究費を3年間支援し
ます。研究期間中には、2年度目に進捗報告、3年度目に
最終審査をそれぞれ実施し、加えて研究期間終了後、2年
以内に大型予算の申請を求めます。研究チームから、農工
大を代表する大規模プロジェクトの創出を目指しています。
また、採択された各研究チームを束ね組織化することで、

本学のオープンイノベーションの中核拠点とすることも目
指しています。

融合研究支援制度（TAMAGO）

海 外 研 究 留 学 支 援

ノルウェー生命科学大学にて
酵素によるセルロースの分解を
調べるための反応系を作成して
いる様子

フランス国立科学研究センター、分子
細胞薬理研究所での研究の様子

華東理工大学にて水素生成反応を行っている様子

中期計画（15）

中期計画（16）

大学院進学前や進学初期の学生が海外で研究に挑戦できる制度を2023年度から開始。渡航費や奨学金を支援し、国際
的な視野や人脈、キャリア形成のきっかけを育みます。2024年度は12名が海外で研究を行いました。

PointPoint

2018年度に農学と工学を融合した先端研究チームを支援する「TAMAGO」制度を創設しました。食料・エネルギー・
ライフサイエンス等の分野で新しい研究を育て、3年間の研究費支援と成果発表を通じて、大型プロジェクトの創出を
目指します。

PointPoint
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　本学は、文部科学省の認可を受け、2025年2月10日に100％
出資の子会社「Dejima Intelligence株式会社（以下、Dejimaとい
う。）」を設立しました。
　Dejimaは本学との強固な連携基盤を前提として、政府・自治体、
研究機関及び民間企業などと協業し、大学が保有する知的財産を最
大限に活用しながら、様々なステークホルダーが求める地域課題の
解決や先端研究のビジネス活用等を進めます。そこでは、共同研究
やプロジェクトマネジメントなどを実施することに加えて、Dejima
が企業等と一緒に事業計画を構築し、事業を立ち上げて共同で運営
していくことを想定しており、コミットメントに応じた経済的対価
を獲得します。
　昨今の国立大学では、社会的な要請である教育・研究・社会貢献
のミッション達成に加えて、自身の機能強化及び経営の自律化が強
く求められています。本学は、Dejimaを活用することで経営戦略
の高度化及び社会への訴求力強化を進めるとともに、Dejimaが事
業で獲得した収益を本学のさらなる機能強化・研究力強化に向けて
還元する、大学経営における新しい資金循環スキームを構築します。

■ 自律的経営基盤強化に向けた施策 ―Dejima Intelligenceの設立―

　財務基盤強化に資する新たな取組として、2024年10月から
本学が所有する全ての施設、スペースを対象とする「ネーミン
グライツ事業」を開始しました。
　ネーミングライツは、外部事業者に本学の施設等の名称、商
標名、ロゴ・シンボルマーク又は愛称等を設定いただく権利を
付与するもので、事業者は、パートナーとなることで広告効
果、リクルート活動の促進、イメージアップ、産学連携の促進
など、複合的な効果が期待でき、本学は、命名権料により、施
設等を整備し、教育研究環境の向上を図ることができます。ま
た、ネーミングライツ事業を通して外部事業者と連携すること
により、当該施設等の知名度の向上、教育・研究活動の更なる
発展につながる効果が期待できます。
　すでにネーミングライツ第1号として、2025年4月に府中
キャンパスにオープンした「西東京国際イノベーション共創拠
点」に関するネーミングライツ契約を武蔵エンジニアリング株
式会社と締結し、日本語表記 「邂逅館（かいこうかん）」、英語
表記「TUAT∞MUSASHI ENG, INNOVATION CENTER」と
名付けられました。

■ 自己収入予算の拡大に向けた取組 ―ネーミングライツ事業を開始―

自律的資金循環スキーム構築

ネーミングライツ事業を開始

中期計画（20）

中期計画（22）

2025年2月、100％出資の子会社「Dejima Intelligence株式会社」を設立しました。大学の知識や技術を活かし、
企業や自治体と連携して社会課題の解決や事業化を進めます。得られた収益の一部は大学に還元し、大学の研究や機能
強化に活用します。

PointPoint

2024年10月から、施設に企業名などを付ける「ネーミングライツ事業」を始めました。企業は広告や連携の効果が期
待でき、本学は施設整備や教育研究の充実を図ることができます。第1号は「邂逅館」として武蔵エンジニアリングと
契約しました。

PointPoint

別　　　　称	 TUAT∞MUSASHI ENG, INNOVATION CENTER｜邂逅館
対象施設等名	 西東京国際イノベーション共創拠点（延べ床面積3,269.37㎡）
命 名 権 者	 武蔵エンジニアリング株式会社
契約期間（命名権の付与期間）　2025年4月1日から3年間
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 ガバナンス体制

迅速かつ的確な意思決定を可能とするガバナンス体制

　学長ビジョン「地球をまわす世界第一線の研究大学」の実現に向けて、質の高い教育研究の推進及び経営基盤の
強化・大学経営の自立化を推進していくために、令和4年度から、迅速かつ的確な意思決定を可能とするガバナ
ンス体制を整備しました。
　具体的には、経営（理事）と教学（副学長）のラインが、それぞれの業務・権限及び責任を明確にした上で法人・
大学運営を進めていく体制としています。経営は一人の理事（統括理事）が、教育と学術研究を「教学」として、
教学は一人の副学長（統括副学長）が、それぞれ責任をもって運営するとともに、経営と教学が分離することなく
機動的に連携できるよう、学長と統括理事、統括副学長による連携体制（連絡会の開催など）も整えています。

経営（理事）と教学（副学長）の体制

本学の役員等一覧

学長

統括
理事

統括
副学長

理事
特命理事

副学長

学長補佐
・副理事

部局長等事務局長 学長補佐

事務局

経営部 総務部 研究推進部学務部 地区事務部

監事
学長特任補佐

連携体制の構築
（経営教学連絡会）

包括的な連携体制の構築
（統括理事・統括副学長ミーティング）

理 事（経営戦略・人事担当）
・統括理事
三沢　和彦

学 長

千葉　一裕
理 事（総務・企画担当）

永田　勝

理 事（知的資産経営担当）
・副学長（非常勤）
奥谷　雅子

理事（社会連携推進担当）
・副学長（非常勤）
坂根　シルック

理 事（グローバル戦略担当）
副学長（教学戦略担当）・統括副学長

有江　力

特命理事・事務局長

中村　暢文
監 事（非常勤）

綱島　勉
監 事

上村　協子
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意思決定体制

ガバナンス強化に向けた取組み

①学長選考・監察会議の役割
　多様な視点を取り入れる観点から、令和3年度に会議の委員数6人から10人に増員しました。また、令和4年
度に学長選考会議の名称を「学長選考・監察会議」に変更するとともに、中立性を担保するため、理事は委員に加
えないこととしました。
　さらに、学長の業務の執行状況の確認を円滑に行うため、令和5年度から毎年度、春から夏の間に学長との双
方向の意見交換の機会を設けることとしています。

②大学経営戦略会議の設置
　本学の総合的な基本方針を策定するための会議体として、役員会の下に大学経営戦略会議を設置しています。
大学経営戦略会議は、学長、理事のほか特命理事、副学長、農学研究院長、工学研究院長、事務局長で構成され、
役員会での審議事項等について、より多角的な視点から戦略的な意思決定を行うために重要な役割を果たしています。

③役員戦略室の設置
　令和6年度から、事務局直轄の組織として役員戦略室を設置し、専任の職員を配置しています。役員戦略室は、
複雑化・多様化する課題に対して、役員が機動的かつ柔軟に対応するための司令塔の補完的機能を担うとともに、
役員の業務調整の一元化、効率化を図ることにより、役員の支援を一層強化する体制としての機能を果たしてい
ます。

④学長と教職員との意見交換会の実施
　学長ビジョンに対する教職員の理解と浸透度を高めるため、2021年度から学長と教職員が直接意見交換を行
う機会を設けています。

大学経営戦略会議

全学委員会等

役員会

学長

重要事項を審議

役員会において審議すべき事項の事前協議
及び報告・意見交換

経営協議会
経営に関する重要事項を審議

教育研究評議会
教育研究に関する重要事項を審議

学長選考・監察会議
学長選考、業務執行状況確認
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 情報セキュリティの推進
　本学では情報システムの分析、評価、最適化計画を策定する責任者である情報化統括責任者（CIO）を委員長と
する大学情報委員会において、情報システムの利活用に関する計画・方針を定めています。
　この情報システムの利活用は教育、研究や大学運営において重要な役割を果たしていますが、そこには学生の
情報や、先端的な研究情報、財務情報などの資産が含まれます。これらの情報資産を保護するため情報セキュリ
ティ最高責任者（CISO）が情報セキュリティ対策基本計画を定めたうえで、実施責任者となるCISO補佐2名が専
門家の見地から実効性のある対応を行うことが可能な体制を整えています。
　これらの方針に基づき、本学情報システムの基幹となっている学術情報基盤システムは、学外のデータセンター
に設置され、学術ネットワークSINET6のL2VPNサービスを経由することでセキュリティを確保しています。

　現在の目まぐるしく変化する国際情勢や、社会情勢を受けて、絶えず新たな法律やルールが生まれ、研究に伴
うリスクが生じています。
　教職員・学生が安心して研究活動を行うため、本学では、研究リスクマネジメントに関する教育研修とサポー
トを行っています。
　研究倫理に関する知識定着のため、本学教職員、学生に対して定期的な研究倫理教育を行っています。
•研究倫理に関するe-Learningの受講義務
•時宜に適った研究倫理講習会の開催

　世界に向けて日本をけん引する研究基軸大学にふさわしいインテグリティな大学づくりを目指しています。

 研究活動の信頼性と公平性の担保

最高管理責任者
学長

研究倫理の向上、不正行為の防止
に関し法人全体を統括する権限と
責任を有する者で、公正な研究活
動を推進する。

総括責任者

研究倫理教育責任者

＜業務内容＞
・研究倫理指針に関すること。
・研究活動上の不正行為の防止と対応。
・研究インテグリティに関すること。
・その他委員会が必要と認める事項。

最高管理責任者を補佐し、研究活動
の不正防止について本学全体を統括
する実質的な責任と権限を持つ。

不正行為防止のための研究倫理教育
を実施する。

研究倫理委員会

教職員

学生

プライベートクラウド（データセンター）

小金井キャンパス

インターネット

キャンパス間
ネットワーク 府中キャンパス

リモート環境（自宅等）

パブリッククラウド

データセンター
Firewall

仮想計算環境向け
Firewall

Firewall

VPN

IDaas

SINET

基幹情報システム 認証管理システム

認証管理システム

学習・研究支援
システム

全学電子メール
システム

図書館システム

図書館システム

オンデマンド
プリンティングシステム

図書館システム

オンデマンド
プリンティングシステム

仮想計算環境
システム

VPN網
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 監査実施体制

　監事、会計監査人、監査室が連携して効果的かつ多角的な監査を定期的に実施しています。

監事監査
　監事は、国立大学法人としての業務が法令等に従って適正に実施されているか、業務遂行が効果的かつ効率的
に実施されているか等について監査しています。

内部監査
　監査室は、最高管理責任者（学長）の直轄的な組織として、公正かつ客観的な立場から、調査・検証を行い、効
率的な業務改善を重視した助言、勧告を行っています。

会計監査人監査
　会計監査人は、国立大学法人が作成した財務諸表等が、法人法並びに国立大学法人会計基準および同注解に基
づき作成されているか、財政状態、運営状況等財務運営に関する真実の情報を正しく表示しているかについて監
査しています。

公的研究費等の不正使用防止体制

　公的研究費等を適正に執行・管理するための環境整備を行うとともに、本学に所属するすべての構成員の研究
費不正の防止に関する高い意識を持った組織風土を形成し、不正防止に努めています。

公的研究費等の不正防止に対する取組み

　不正防止に関する説明会等の実施やマニュアル・リーフレット等の作成、コンプライアンス教育をeラーニン
グにより実施しています。
　また、公的研究費等の不正防止計画および公的研究費等を適正に使用するためのマニュアルなどについて、上記
Webサイトで公表しています。
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■ 貸借対照表� （単位：百万円）

注：100万円未満を切捨で計上しているため、合計が一致しない箇所があります。（次ページ以降も同様）

 財務状況について

科目 2022 2023 2024 前年度
増減

資産の部 101,643 101,401 106,733 5,331
　土地 76,931 76,931 76,900 △31
　建物 13,211 12,690 14,713 2,023
　構築物 660 635 670 34
　機械装置 264 369 302 △67
　工具器具備品 2,003 2,173 2,584 410
　その他有形固定資産 1,935 2,422 1,924 △497
　無形固定資産 293 266 246 △19
　投資その他の資産 387 887 1,258 371
　現金・預金 4,747 4,230 7,456 3,225
　有価証券 700 200 0 △200
　その他流動資産 507 593 675 82

科目 2022 2023 2024 前年度
増減

負債の部 8,343 8,712 12,396 3,684
　長期借入金 358 324 871 547
　長期リース債務 517 413 523 109
　その他固定負債 1,212 1,593 1,630 36
　運営費交付金債務 276 269 203 △66
　寄附金債務 2,046 2,104 2,140 36
　未払金 2,470 2,213 3,666 1,452
　その他流動負債 1,462 1,793 3,356 1,562
純資産の部 93,299 92,689 94,339 1,650
　資本金 84,658 84,658 84,642 △15
　資本剰余金 1,847 1,188 2,475 1,287
　利益剰余金 6,793 6,842 7,221 378

貸借対照表の特徴

⚫国から承継した固定資産

　国立大学は2004年度に国の機関から法人化しまし
たが、その際に土地や建物等の不動産を現物出資とい
う形で国から承継しました。本学では承継した時点で
の不動産の評価額が大きかったため、本学が保有して
いる資産の90%近くは、土地や建物等となっていま
す。
　承継した土地や建物等は出資という位置付けである
ため、これらの不動産評価額は資本金として計上され
ています。そのため、資本金の額も大きくなってお
り、自己資本比率がとても高いことも本学の貸借対照
表の特徴となっています。

⚫減価償却処理の特例

　通常、購入した固定資産は減価償却を行い、その減
価償却費は損益計算書に計上されます。それに対し、
国立大学法人が国から承継した固定資産および国立大
学法人施設整備費補助金を財源として取得した固定資
産は、減価に対応すべき収益の獲得が予定されない資
産として、減価償却費を損益計算書に計上するのでは
なく減価償却相当額を資本剰余金から減額します。
　また、施設整備費補助金以外の補助金により固定資
産を取得した場合は、資産額と同額の長期繰延補助金
等（国立大学法人特有の負債科目）を計上します。こ
の場合、減価償却ともに長期繰延補助金等を取り崩し
収益を計上していくため、減価償却期間を通じて、常
に損益は均衡します。

１．宿泊研修施設「館山荘」を売却したことにより、土地が減少しています。
２．西東京国際イノベーション共創拠点／邂逅館の新営等により、建物が増加しています。
３．�4月以降に支払予定の未払金や、翌年度執行予定の預り補助金等の流動負債の期末残高が増加したため、

それに対応する現金・預金も増加しています。

PointPoint
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■ 損益計算書� （単位：百万円）

科目 2022 2023 2024 対前年度
増減

経常費用 15,418 15,778 16,796 1,017
　教育経費 2,151 2,393 2,470 76
　研究経費 1,861 1,592 1,961 369
　教育研究支援経費 534 566 706 140
　受託研究費等 1,950 1,999 2,147 148
　人件費 7,655 8,024 8,220 196
　一般管理費 1,237 1,183 1,268 84
　雑損等 27 18 20 2
臨時損失 26 45 49 3

科目 2022 2023 2024 対前年度
増減

経常収益 15,415 15,874 17,251 1,377
　運営費交付金収益 6,252 6,577 6,493 △84
　学生納付金収益 3,641 3,643 3,785 142
　施設費・補助金等収益 1,314 979 1,721 741
　受託研究等収益 3,103 3,440 3,819 378
　雑益等 1,103 1,233 1,431 198
臨時利益 5,869 0 39 39
目的積立金取崩額 99 146 0 △146
当期総利益 5,938 196 444 248

国立大学法人の損益計算書の特徴

⚫損益均衡を前提とした会計処理

　国立大学法人は利益の獲得を目的としていないた
め、運営費交付金や授業料などを財源として、通常の
業務を実施した場合、原則として損益が均衡するしく
みとなっています。
　運営費交付金や授業料などを受領したときは「業務を
実施する義務を負った」と考えて、負債に計上します。
その後、業務の実施によって義務が履行されるにつれ
て、負債から収益に振り替える会計処理を行います。
そのため、収入全額を業務実施にかかる費用として支
出した場合、利益も損失も生じないことになります。
　自己収入の増加や経費節減などによって収入よりも
費用を抑えることができた場合には、利益が生じま
す。こうした利益のうち、文部科学大臣から「経営努
力により発生した利益」と認められた金額は「目的積
立金」となり、翌事業年度以降、中期計画で定めた使
途の範囲内で使用することができます。

⚫「資金の裏付けのない帳簿上の利益」について

　運営費交付金や授業料などにより固定資産を取得し
た場合、資産の購入額と同じだけ、財源受入時に計上
した負債を収益に振り替えます。また、この場合、前
ページで紹介した減価償却の特例は適用されないた
め、通常通り、資産の耐用年数に従って減価償却費が
計上されていきます。そのため、購入初年度には購入
金額と減価償却費との差額分の利益が、翌年度以降は
減価償却費分の損失が発生します。
　このような収益と費用の発生タイミングの差により
生じる利益を「資金の裏付けのない帳簿上の利益」な
どと呼び、支出が収入を下回ったことによって発生し
た利益とは区別します。「資金の裏付けのない帳簿上
の利益」は、次年度以降に発生する減価償却費等の会
計処理上の損失により相殺されるもので、減価償却期
間全体を通じてみれば損益は均衡するからです。

１．2024年度は大型の補助金に多く採択された影響で、業務費、一般管理費ともに増加しています。
２．�人件費の増加は、補助金事業に対応するための非常勤職員の採用増や、人事院勧告を受けた給与改訂等

によるものです。
３．2024年度から学士課程入学者の授業料が改訂されたことに伴い、学生納付金収益が増加しています。
４．受入額増加に伴い、外部資金収益は引き続き増加しています。
５．当期総利益のうち、304百万円を目的積立金として文部科学省に申請しています。

PointPoint
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■ キャッシュフロー計算書� （単位：百万円）
科目 2022 2023 2024 前年度増減

業務活動によるキャッシュフロー 1,181 1,616 3,647 2,031
　原材料等支出 △4,644 △4,287 △5,025 △738
　人件費支出 △8,161 △8,570 △8,731 △160
　その他業務支出 △1,134 △1,241 △885 356
　運営費交付金収入 6,528 6,570 6,427 △143
　学生納付金収入 3,352 3,368 3,504 136
　受託研究等収入 2,539 2,764 3,284 520
　その他収入 2,703 3,013 5,072 2,058
　国庫納付金 △1 0 0 0
投資活動によるキャッシュフロー △1,007 △1,490 △83 1,407
　有価証券の取得による支出 0 △599 △352 247
　有価証券の償還による収入 0 600 100 △500
　固定資産の取得による支出 △2,066 △2,280 △2,219 61
　固定資産の売却による収入 0 0 20 20
　定期預金の預入による支出 △4,900 △2,400 △2,366 33
　定期預金の払出による収入 5,240 2,740 3,152 412
　その他投資活動による支出 0 0 △2 △2
　その他投資活動による収入 701 430 1,578 1,147
　利息等の受取額 17 19 26 7
財務活動によるキャッシュフロー △310 △302 346 649
　長期借入による収入 0 0 630 630
　長期借入金の返済による支出 △63 △34 △50 △16
　リース債務の返済による支出 △231 △252 △215 37
　利息の支払額 △15 △15 △17 △1
資金に係る換算差額 0 0 0 0
資金増加（減少）額 △136 △176 3,910 4,087
資金期末残高 1,467 1,290 1,290 △176

国立大学法人のキャッシュフロー計算書の特徴

⚫業務活動キャッシュフローと投資活動キャッシュフローの関係

　国から交付される運営費交付金や学生納付金収入は
業務活動によるキャッシュフローにプラスで計上され
ますが、これらの財源で固定資産を購入した場合、そ
の支出額は投資活動によるキャッシュフローにマイナ
スで計上されます。
　このことから、業務活動によるキャッシュフローは
収入が超過しやすく、投資活動によるキャッシュフ
ローは支出が超過しやすくなっています。

⚫財務活動によるキャッシュフロー

　国立大学が借入を行ったり大学債を発行した際は、
その金額は財務活動によるキャッシュフローに計上さ
れますが、国立大学でこのような活動を行うことは滅
多にありません。
　それに対しリース取引は活発に行っており、これらの
支出も財務活動によるキャッシュフローに計上されます。
　そのため、財務活動によるキャッシュフローは、多
くの場合、支出が超過している状態になります。

１．業務費の増加を反映し、原材料等支出、人件費支出が増加しています。
２．�その他収入の大幅な増加は、主として補助金収入の増によるものですが、他に間接経費収入、動物診療

収入も増加しています。
３．�施設整備費補助金による収入や、定期預金の払戻等が増加したことにより、投資活動によるキャッシュ

フローが前年度比で大幅な支出減となりました。
４．�2024年度は西東京国際イノベーション共創拠点の整備のために金融機関からの借入を行ったため、財務

活動によるキャッシュフローの収入が支出を上回っています。
５．�期末における資金残高が大幅に増加していますが、これは4月以降に支払予定の未払金や、翌年度執行予

定の預り補助金等に対応するものです。

PointPoint
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　セグメント情報とは国立大学法人全体の財務情報を何らかの区分で分割して開示した情報のことであり、基本
的な財務諸表では得られない損益や資産に関する事業の内訳について補足的な情報を提供するものです。
　大学には学部、大学院、病院、さまざまな附属施設・組織があり、それらの業務が多岐にわたるため、事業費
等をセグメント別に開示することで、ステークホルダーにより詳細な財務情報を提供することができます。

■ セグメント情報

01,0002,0003,0004,0005,0006,0007,0008,000 0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000
（百万円）

農学部

連合農学
研究科

動物病院
機構

工学部

生物システム
応用化学府

附属施設

法人共通

経常収益 経常費用

運営費交付金収益 学生納付金収益

受託研究等収益 補助金等収益

寄附金収益 雑益等

合計

教育経費 研究経費 教育支援経費

受託研究費等 人件費 一般管理費

雑損等

4,714 

133 

802 

7,222 

514 

752 

3,110 

4,111 

147 

719 

5,619 

326 

1,223 

4,649 

経常収益 経常費用

本学では組織を農学部・工学部・連合農学研究科・生物システム応用科学府・動物病院機構・附属施設の6つ
に大別し、さらにこれらに該当しない業務損益を法人共通として財務情報を開示しています。セグメントごと
の収益と費用を算出しグラフ化してみると、それぞれの組織の特色が見えてきます。

PointPoint
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解説：外部資金とは？

　外部資金は受託研究費、共同研究費、受託事業費、補助金、寄附金、科研費からなります。国等が定めた研究
テーマに沿って研究を委託する受託研究費や、民間企業と一緒に研究を行う共同研究費など、国立大学法人は 
さまざまな法人から教育・研究のための資金を獲得しています。
　これらの外部資金は使途に制限のある資金となっており、契約ごとに研究テーマや教育テーマに沿った「プロ
ジェクト」を設定し、そのプロジェクトに沿った経費に支出することができます。

■ 本学の収入について

　国立大学法人の財源は運営費交付金収入、学生納付金収入、外部資金収入、その他収入に分類できます。運営
費交付金収入は国から交付される資金であり、国立大学法人の収入の大半を占めています。学生納付金収入は授
業料や入学料、検定料です。外部資金収入は特定の教育研究に充てることを目的として大学外から受け入れる受
託研究費や共同研究費等です。その他収入は建物等の財産貸付料や動物医療センターの診療収入、特許料などの
雑収入です。
　2022年度から始まった第4期中期目標期間において、本学では「人とかがやく」を学長ビジョンに掲げ、科学
を基盤に人の価値を知的に社会的に最大に高める世界第一線の研究大学を目指しています。そのため、外部資金
の獲得に、特に力を入れて取組んでいます。

本学の収入の推移（入出金ベース）

注：このグラフでは外部資金収入に科学研究費補助金を含めているため、キャッシュフロー計算書上の収入額とは一致しません。

運営費交付金収入 学生納付金収入 外部資金収入 その他収入

20242023202220212020

2004年度に国立大学が法人化されて以降、諸物価の高騰や消費税増税等によって教育研究に必要な費用は大
きく増加した一方、国から措置される運営費交付金は1割以上も減少しています。そのため、外部資金は大学が
教育研究を行うために必須のものとなっています。本学でも法人化以降一貫して外部資金の獲得に注力してき
ています。本学の近年の外部資金受け入れ状況の推移は、35 ～ 36ページでより詳しくご確認いただけます。
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■ 財務指標の分析

財務指標
財務分析

事項 2022 2023 2024

流動比率 95.2% 78.7% 86.8%

流動資産÷流動負債で算出

期末資金残高が増えたことにより、前年度比で8.1%の増と
なっています。

流動比率が100%を下回っていますが、これは余裕金のうち
約12億円を投資有価証券（固定資産）として運用しているこ
と、国立大学法人の会計基準上、運営費交付金債務・寄附金
債務・預り施設費・前受受託研究費等、国立大学法人特有の
支払いの必要のない流動負債科目が多く計上されていること
によるものです。
これらの影響を考慮した場合、本学の流動比率は低いもので
はなく、資金の流動性に問題はありません。

自己資本比率 91.8% 91.4% 88.4%
純資産÷（負債＋純資産）で算出

預り補助金や未払金等の負債が増加したため、対前年度比で
3.0%の減となっています。

人件費比率 54.1% 55.1% 53.0%
人件費÷業務費で算出

人件費も増加していますが、人件費以外の業務費がそれ以上
に増加したため、対前年度比で2.1%の減となっています。

一般管理費比率 8.7% 8.1% 8.2%
一般管理費÷業務費で算出

一般管理費、業務費ともに増加しましたが、比率は前年度比
とほとんど変わっていません。

外部資金比率 20.1% 21.7% 22.1%
外部資金収益（※1）÷経常収益で算出

外部資金収益は大きく増加しましたが、それ以外の収益も増
加したため、対前年度比で0.4%の微増にとどまりました。

業務費対教育研究費
等比率 45.9% 44.9% 47.0%

教育研究経費（※2）÷業務費で算出

教育研究経費以外の業務費も増加していますが、教育研究経費
がそれ以上に増加したため、対前年度比で2.1%の増となって
います。

※1：外部資金収益の内訳は、受託研究収益、共同研究収益、受託事業等収益、寄附金収益です。
※2：教育研究経費の内訳は、教育経費、研究経費、教育研究支援経費、受託研究費、共同研究費、受託等事業費です。

流動比率・自己資本比率は財務の健全性を、人件費率・一般管理費比率・業務費対教育研究費等比率は業務の
効率性を、外部資金比率は大学の発展性を示しています。本学はいずれの観点からも健全な財務状況にあると
言えます。

PointPoint



東京農工大学35

 予算の構成と外部資金の推移

外部資金の受入状況

■ 外部資金年度別受入額（2020年度～2024年度）� 単位：千円

2025年度東京農工大学予算の構成

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

共同研究費 829,159 921,602 968,814 950,657 1,011,140
受託研究費 1,322,017 1,637,649 1,530,895 1,765,500 2,169,405
受託事業 54,566 66,516 47,981 64,414 93,243
共同事業 2,500 2,412 2,500 2,086 3,962
寄附金 295,065 356,644 357,581 396,643 396,421
科学研究費補助金 1,021,007 1,144,047 1,068,390 1,109,420 1,296,206
その他の補助金 877,060 1,349,129 1,469,501 1,401,981 3,436,133
合　計 4,401,374 5,477,999 5,445,661 5,690,701 8,406,511

※間接経費を含む。

収入
11,369
（10,958）

支出
11,369
（10,958）

自己収入等

5,221（45.9％）
〔4,807（43.8％）〕

学生納付金

3,940（34.7％）
〔3,719（33.9％）〕

その他収入等

1,281（11.2％）
〔1,088（9.9％）〕

人件費

7,253（63.7％）
〔7,286（66.5％）〕

役職員給与

6,899（60.6％）
〔6,877（62.8％）〕

TA・RA経費

90（0.8％）
〔90（0.8％）〕

退職手当

264（2.3％）
〔319（2.9％）〕

運営費交付金

6,148（54.1％）
〔6,151（56.2％）〕

一般予備費

10（0.1％）
〔62（0.5％）〕

大学戦略経費

356（3.2％）
〔317（2.9％）〕

その他

481（4.2％）
〔401（3.7％）〕

運営基盤経費

3,269（28.8％）
〔2,892（26.4%）〕

物件費

3,750（33.0％）
〔3,293（30.1％）〕

単位：百万円
〔　　　〕は前年度予算額



外部資金年度別受入実績額の推移（2020年度～2024年度）

共同研究費 受入金額（千円）　　　受入件数（件） 受託研究費 受入金額（千円）　　　受入件数（件）

受託事業 受入金額（千円）　　　受入件数（件） 寄附金 受入金額（千円）　　　受入件数（件）

科学研究費補助金 受入金額（千円）　　　受入件数（件） その他の補助金 受入金額（千円）　　　受入件数（件）

※分担者受入等を含む。
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南中

小金井警察署

至新宿至八王子

至新宿至八王子 JR中央線

京王線

国道20号（甲州街道）

道
街
寺
分
国

晴見町
（東京農工大学前）

バス停

西国分寺 東小金井国分寺

府中

武蔵小金井

小金井
キャンパス

府中
キャンパス

府中の森公園

多磨霊園

道
街
中
府JR

線
野
蔵
武

中
府
北 道

街
井
金
小

線
川
摩
多
武
西

府中キャンパス（府中市晴見町、幸町）

■ JR 中央線 「国分寺駅」下車、南口２番乗場から「府中駅行バス（明星学苑経由）」約10分　「晴見町（東京農工大学前）」バス停下車
■ JR 武蔵野線 「北府中駅」下車、徒歩約12分
■ 京王線 「府中駅」下車、北口バスターミナル3番乗場から「国分寺駅南口行バス（明星学苑経由）」約7分　「晴見町（東京農工大学前）」

バス停下車

小金井キャンパス（小金井市中町）

■ JR 中央線 「東小金井駅」下車、南口 徒歩約8分、nonowa口 徒歩約6分
 「武蔵小金井駅」下車、徒歩約20 分

発行：2025年10月
〒183-8538 東京都府中市晴見町3-8-1
TEL 042-367-5895 https://www.tuat.ac.jp/

国立大学法人

東京農工大学
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